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たっていた。「第 4期科学技術基本計画」（平成 23 年





























































































































































































































































































た場合、火災件数 358 件、8,317 棟という結果が得ら
れ、予測精度が大幅に向上する。ちなみに、東日本
大震災時の消防庁による被害報告に基づくと、内陸
の被害推計値は、火災約 150 件、家屋被害約 5,300 棟
であり、従来型の簡易型地震被害想定システムの予
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るようにするのが消防防災科学技術の使命である。



















1）　巨大地震に備えた消防防災研究の方向性（その 1）―東日本大震災の火災被害を踏まえて―、科学技術動向 2013 年 9
月号（138 号）
2）　消防庁：消防防災科学技術高度化戦略プラン　第 1期（平成 13 年）：
　　http://www.fdma.go.jp/html/new/131126yobo410‒2.pdf
　　http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/stfc/stt048j/0503_03_feature_articles/200503_fa02/200503_fa02.html
　　第 2期（平成 19 年）：http://www.fdma.go.jp/html/hakusho/h19/h19/html/j7k00000.html
3）　第 4期科学技術基本計画：
　　http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/aﬁ eldﬁ le/2011/08/19/1293746_02.pdf
4）　消防防災科学技術高度化戦略プラン 2012（平成 24 年）消防研トップページ（http://nrifd.fdma.go.jp/）より
5）　平成24年度科学技術重要施策アクションプランの対象施策について―社会的課題の解決に向けた科学技術最重点施策―」





8）　地震調査研究推進本部：地震本部ニュース 2013 年 2 月号：
　　http://www.jishin.go.jp/main/herpnews/2013/feb/herpnews2013feb.pdf
9）　科学技術イノベーション総合戦略～新次元日本創造への挑戦～（平成 25 年 6 月 7 日閣議決定）：
　　http://www8.cao.go.jp/cstp/sogosenryaku/index.html























































約 30 倍（TOP500 で の 第 1 位 の 34PetaFLOPS1）

































































































































内へ統合する方法（System on a Chip:SoC）や、
個々に製造されたプロセッサとメモリを同一パッ
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3–2–1　米国の半導体標準化団体の動き
　半 導 体 の 標 準 化 団 体 で あ る JEDEC（Joint 



















3 の 3 次元積層の形式）を目指しており、プロセッ
サ上に TSV 接続で DRAM を積層する Wide I/O
モバイル DRAM の標準 17）を 2011 年 11 月に発行
し、さらに後継の Wide I/O 2 も検討している。
3–2–2　グローバルなコンソーシアム結成の動き






























将来の 1 テラバイト / 秒のメモリバンド幅実現に
向けた方向性が得られたとしている。ASET の活
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　2013 年 6 月 の TOP500 リ ス ト で 第 2 位 と な っ
た米国オークリッジ国立研究所の Titan システム
は、 米 国 NVIDIA Corporation の GPU を 多 用 し
て い る。 最 近、NVIDIA Corporation は、 同 社 の
現 GPU 製品の 2 世代後継製品（コード名は Volta）
に 2.5 次元積層形式の技術を採用するとしている。
IBM Corporation も将来、高性能 LSI に 3 次元積層
技術を適用するための研究開発を進めている15、20）。
これらはほんの一部であるが、高性能システム実



































る技術としている。米国 Micron Technology, Inc.





は、Micron Technology, Inc.、 Samsung Electronics 
Co., Ltd.、Altera Corporation、 IBM Corporation、
Open-Silicon, Inc.、Xilinx, Inc.、ARM Ltd.、SK 
Hynix など 8 企業が、HMC インターフェイス仕
様を定義するための開発メンバーとして参加して












プ リ ン ト 基 板 な ど の 選 択 を 可 能 と し て い る。
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3）　「HPCI 技術ロードマップ白書」2012 年 3 月
4）　R. Brain et al.,「A 22nm High Performance Embedded DRAM SoC Technology Featuring Tri-Gate Transistors and 
MIMCAP COB」、2013 Symposia on VLSI Technology and Circits、2013 年 6 月
5）　Jeff Stuecheli「Next Generation Power microprocessor」、Hot Chips 25、2013 年 8 月
6）　Keiichi Tsutsui「Focus on strengths and weaknesses of ReRAM」、Flash Memory Summit、2013 年 8 月
7）　竹内寛爾「光インターコネクション技術動向―「京速計算機システム」への適用を目指して―」科学技術動向、
No.58、2006 年 1 月号
8）　「超小型・超省エネルギーのラマンシリコンレーザーを開発　光と電子が融合した理想のシリコンチップに道」、
　　2013 年 6 月 24 日：http://www.osakafu-u.ac.jp/data/open/cnt/3/7645/1/pr20130624.pdf
9）　Yasuhiko Arakawa et al.,「Silicon Photonics for Next Generation System Integration Platform」、IEEE 
Communications Magazine、2013 年 3 月
10）南一生「京速コンピュータ「京」におけるアプリケーション高性能化」電子情報通信学会誌､Vol.95, No.2, 2012
11）Jim Demmel「Communication Avoiding Algorithms」、SC12、2012 年 11 月
12）CACHE Institute : Communication Avoidance and Communication Hiding at the Extreme Scale
13）吉永孝司、野村稔「3 次元 LSI 実装のための TSV 技術の研究開発動向」科学技術動向、No.109、2010 年 4 月号
14）Yole Development「3DIC&TSV interconnects business update」、2013 年 3 月
15）池田弘明「3 次元積層デバイスの製造プロセスと設計・評価・解析」、2013 年 5 月 27 日
16）JEDEC：http://www.jedec.org/category/technology-focus-area/3d-ics-0
17）JESD229 Wide I/O Single Data Rate （SDR）：http://www.jedec.org/standards-documents/docs/jesd229 
18）Hybrid Memory Cube Consortium：http://www.hybridmemorycube.org/
19）Hybrid Memory Cube Specification 1.0：http://hybridmemorycube.org/files/SiteDownloads/HMC_Specification%201_0.pdf
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　カナダの Smart Technologies 社が 1991 年に発









等学校の全教室の 80％に IWB が導入され、2016 年
には、教室当たりの導入率は 93％になると予測
される3、4）。これは、ロンドン市内の学校を対象
とした「the Schools Whiteboard Expansion （SWE）
Project」（2003‒04）、その他 21 都市の小学校を対象
とした「the Primary Schools Whiteboard Expansion 
（PSWE） Project」5）（2003‒04）、それに続く「Schools 










「FATIH Project」を立ち上げ、2011 年から 3 年
計画で、幼稚園から高校までの 57 万教室全てに電
子黒板とタブレット端末を導入する予定である 6）。
実際に、2012 年には、中学校の全教室に IWB を
85,000 台導入し7）、導入率は 20％となった。
　2011 年には、世界中の 3,400 万教室（teaching 
space）の約 8 分の 1 の教室が IWB を備えており、
2016 年には 5 分の 1 にまで増えると予測される3、4）。
　日本では、図表 2 に示すように、2013 年 3 月時
点で、小学校・中学校・高等学校・中等教育学校・





図表 1　世界各国の IWB導入率の推計値（2011 年）と予測値（2016 年）（括弧内の数字は百万単位で表した全教室数）
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た。1 台の IWB を複数の教室で共用することを前提
にするならば、移動式のもの以外に選択の余地はな
い。しかし、1 教室 1 台を前提にするならば、固定
式の超短投写プロジェクター型の IWB の方が使い
やすい。両者の特徴は、図表４のとおりである。
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2）　日本再興戦略 ‒JAPAN is BACK‒： http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/saikou_jpn.pdf
3）　Futuresource consulting （Interactive displays quarterly insight）：
http://www.futuresource‒consulting.com/s_iwb.html
4）　S. Hennessy and L. London, OECD Education Working Paper No. 89：
http://search.oecd.org/ oﬃ  cialdocuments/publicdisplaydocumentpdf/?cote=EDU/WKP（2013）4&docLanguage=En




































や「日本再興戦略 ‒JAPAN is BACK‒」では、2010
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14） 学校の ICT 化のサポート体制の整備の必要性について（文部科学省：学校の ICT 化のサポート体制の在り方に関する


























の高齢者一人を支える 18 歳から 64 歳までの生産























































（METs : Metabolic equivalents）という単位で表さ
れる4）。座って安静にしている状態を１メッツとし
て基準にし、歩行（含速歩）は速度に応じて 2 メッ
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出典：参考文献 5 を基に科学技術動向研究センターにて作成
kg/分）×60 分＝ 1.05 kcal/kg/ 時である。現場での
利用の利便性を考慮して、1 メッツの強度の場合の
エネルギー消費率を 1 kcal/kg/ 時とする場合も多
い（例えば、3 メッツ・時の身体活動を行った場
合、体重が 60 kg であればエネルギー消費量は 3×
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3–2–2　3 軸加速度センサを搭載した活動量計
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1）　内藤義彦　運動・身体活動と公衆衛生（9）「新しい身体活動ガイドライン」日本公衆衛生学会誌 2008 年 11 月
2）　Shinichi Kuriyama et al., Joint impact of health risks on health care charges: 7-year follow-up of National Health 
Insurance beneficiaries in Japan （the Ohsaki Study）, Preventive Medicine  10 June 2004
3）　内閣府　平成 25 年版　食育白書　2013 年 5 月 :
　　http://www8.cao.go.jp/syokuiku/data/whitepaper/index.html
4）　国立健康・栄養研究所　改訂版「身体活動のメッツ（METs）表」　2012 年 4 月 :
　　http://www0.nih.go.jp/eiken/programs/2011mets.pdf
5）　厚生労働省　運動基準・運動指針の改定に関する検討会　報告書　2013 年 3 月 :
　　http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002xple-att/2r9852000002xpqt.pdf
6）　Paffenbarger RS et al., Physical activity, all-cause mortality, and longevity of college alumni, N Engl J Med 
314,606-613 （1986）
7）　Inoue M et al., Daily total physical activity level and total cancer risk in men and women: results from a large- scale 
population-based cohort study in Japan, American Journal of Epidemiology, Volume 168, Issue 4, P391-403 （2008）




11）田村俊世　間接熱量計について　静脈経腸栄養　vol 27 No.6 　2012 年
12）吉武裕他　エネルギー消費量推定法に関する研究　体力医学 56　2007 年　　
13）Yuki Hirakata et. al., Validation and Comparison of 3 Accerometers for measuring Physical Activity Intensity 
During Nonlocomotive Activities and Locomotive Movements   Journal of Physical Activity and Health,　2012 年
14）大島秀武　シンポジウム：運動疫学研究における身体活動の評価法と発展性　加速度計　
　　第 15 回運動疫学研究会学術集会　2012 年 9 月
15）永富良一　身体活動量評価の健康福祉分野におけるニーズ　日本機械学会誌 Vol.110　2007 年１月
16）萩由美子他　ウォーキング実践時の脈拍を指標とする機器活用の有効性　ウォーキング研究 No.14, 105-109　2010 年
17）高橋信二他　ジャイロ搭載型加速度計によるスポーツ活動時の身体活動量測定　体力医学 54　2005 年 12 月
18）太田順　工学の立場から見た看護ケア（看護と工学の連携―加速度センサの開発を出発点として）


























　ロシアでは、1957 年の「スプートニク 1 号」以来、
2013 年 8 月までに 3,120 回のロケット打上げが行わ
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　ロシアの宇宙活動の長期的な国家政策は 2013 年























定なども行っている。FSA の年間予算は 2009 年に




















星はドイツの 13 機など世界 23 か国 2 機関の 56 機
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図表 2　運用中の民生用地球観測衛星（2013 年 10 月 1 日現在）





























省副大臣である。2013 年 10 月時点での職員数は約
190 名である。FSA はロケット・衛星の研究開発・
製造や宇宙開発活動の支援を行う 100 社以上の国
営企業群を管轄している。2013 年 9 月、ロゴジン副
首相はこの企業群の一部を国営の「ユナイテッド・
ロケット・スペース社（United Rocket and Space 
Corporation）」に統合する構想を発表した7）。一部の
機関は FSA に組み込まれ、宇宙企業を引き続き管


















宇宙庁傘下の R&D センター（RDC） ScanEx 社12）
である。NTs OMZ は 1991 年に設立され、2009

















Resurs DK-1 2006年 6月 パンクロマチック 2m-3m FSA Progress 
Resurs P-1 2013年 6月 パンクロマチック 3m-4m FSA Progress 
Kanopus V-1 2012年 7月 パンクロマチック 5m-50m FSA VNIIEM 
気象 
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　衛星画像データの受信局は各省庁や研究機関に
おいてそれぞれロシア全土に展開しており、主要な















である RDC ScanEx 社はロシア政府が設立したロ
シア連邦宇宙庁傘下の R&D センターである。外国
観測衛星を 15 機に増加させることを計画してお
り、2015 年には観測面積や観測頻度が 2011 年比で
2 倍から 4 倍に増加する方向にある。今後の地球観
測衛星打上げ計画として、Resurs：2 機、Kanopus：
2 機、Meteor：4 機、Elektro：2 機などを予定してい
る。この他、新たな役割をもつ衛星として北極海を










































大動脈になると述べている。2012 年は 46 隻の通航
衛星保有国 機関・企業 衛星名 
米国 
USGS Landsat 
NASA Aqua、 Terra 




ドイツ EADS Astrium TerraSAR-X 
フランス 
EADS Astrium SPOT 
CNES Pleiades 
カナダ MDA/GS RADARSAT
イタリア Eurimage Envisat 
イギリス DMCii UK-DMC 
イスラエル ImageSat EROS 


































（二等行政区都）付近では 2012 年に 6 週間の間にほ
ぼ同じ地域で 2 回の集中豪雨があった。2012 年 7 月
10 日に黒海に面したクルイムスク市に豪雨があり、
ロシアにとって最悪と言われるほどの被害があっ













ター発動は 6 回あり、図表 4 にその履歴を示す。
当初は当事国であるロシアに関係なく欧州が発動
していたが、3 回目からは EMERCOM などが要請
を出すようになり、国際災害チャーター参加後の













年月日 災害種類 地域 被害状況 発動要請者 PM 
2001/5/22 洪水 レナ川（シベリア） 20 万人に影響 ドイツ海外事務所 ESA 











浸水 600 戸 
FSA/EMERCOM USGS 
2012/8/22 洪水 ノヴォミハイロスキー市（北カフカス） 死者 4名 FSA/EMERCOM USGS 
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7）　Дмитрий Рогозин провёл совещание по вопросу реформирования ракетно‒космической отрасли
（ロゴジン副首相、宇宙産業に関する会議を開催）2013 年 9 月 4 日：http://government.ru/vice_news/4286
8）　TsSKB Progress 社のウェブサイト：http://en.samspace.ru/（ロシア語）
9）　NPP VNIIEM 社のウェブサイト：http://www.vniiem.ru/ru/（ロシア語）
10）  NPO Lavochkin 社のウェブサイト：http://www.laspace.ru/rus/index.php（ロシア語）
11）  地球観測センター（NTs OMZ）のウェブサイト：http://eng.ntsomz.ru/
12）  RDC ScanEx 社のウェブサイト：http://www.scanex.ru/en/
13）  SOVZOND 社のウェブサイト：http://www.sovzond.ru/en/
14）  「海氷予報　北極海航路のカギ」、読売新聞、2013 年 8 月 15 日夕刊科学欄
15）  WNISat‒1：アクセルスペース：http://www.axelspace.com/projects/wnisat1.html
16）  国際災害チャーターのウェブサイト：http://www.disasterscharter.org/home










た。50 年に一度といわれる豪雨が 1 か月間に 2 回
起こるということは確率的には稀であるが、世界
的に各地で頻発する傾向にあり、衛星データを活
用して予報や復旧対策に役立てることが望まれる。
辻野　照久
科学技術動向研究センター　客員研究官
http://members.jcom.home.ne.jp/ttsujino/space/sub03.htm
専門は電気工学。旧国鉄で新幹線の運転管理、旧宇宙開発事業団で世界の宇宙開発動
向調査などに従事。現在は宇宙航空研究開発機構（JAXA）調査国際部調査分析課特
任担当役、科学技術振興機構（JST）研究開発戦略センター特任フェローも兼ねる。
趣味は全世界の切手収集。ロシア切手は帝政時代から6,700種類以上を保有。
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